
令和元年度

東 京 都 港 区 ⻄ 新 橋 ⼀丁 ⽬ 5 番 11 号

⼀般財団法⼈ 医療経済研究･社会保険福祉協会

事業報告及び決算報告書等

（⾃平成31年4⽉1⽇ ⾄令和2年3⽉31⽇）



令和元年度事業報告 ・・・ 1

事業報告附属明細書 ・・・ 17

貸借対照表 ・・・ 23

正味財産増減計算書  ・・・ 25

計算書類に対する注記 ・・・ 27

計算書類附属明細書 ・・・ 30

公益⽬的⽀出計画実施報告書 ・・・ 32

□ ⽬  次 □































































（単位︓円）
その他会計

転貸事業 研究事業 保福事業 収益事業
Ⅱ 管理費
   ⼈件費 0 0 0 0 0 15,134,647 15,134,647
    役員等報酬 7,054,087 7,054,087
    給料⼿当 4,030,494 4,030,494
    賞与引当⾦繰⼊額 285,506 285,506
    役員退職⼿当引当⾦繰⼊額 313,300 313,300
    退職給付費⽤ 600,208 600,208
    法定福利費 739,024 739,024
    福利厚⽣費 2,112,028 2,112,028
   物件費 0 0 0 0 0 47,483,113 47,483,113
    印刷製本費 114,316 114,316
    ⽀払⼿数料 6,255,074 6,255,074
    委託費 109,331 109,331
    旅費交通費 55,690 55,690
    通信運搬費 339,610 339,610
    賃借料 356,504 356,504
    ⽀払管理料 340,494 340,494
    ⽔道光熱費 485,158 485,158
    ⽀払家賃 10,330,420 10,330,420
    ⽀払保険料 88,090 88,090
    諸会費 202,300 202,300
    会議費 554,632 554,632
    消耗品費 184,712 184,712
    修繕費 281,134 281,134
    交際費 540,882 540,882
    新聞図書費 36,556 36,556
    減価償却費 534,060 534,060
    租税公課 26,516,370 26,516,370
    雑費 157,780 157,780

⼈件費及び物件費の計 0 0 0 0 0 62,617,760 62,617,760

実施事業等会計
⼩計 法⼈会計 合計
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（単位︓千円、千円未満四捨五⼊）
R01年度実績 当初計画 差異

（A) （B) （A-B)
1. ⼀般財団移⾏時の公益⽬的財産額 19,171,690 19,171,690 0

2. 前期までの公益⽬的⽀出額の累計額 4,240,738 5,948,610 ▲ 1,707,872

3. 公益⽬的財産額の期⾸残⾼（1-2） 14,930,952 13,223,080 1,707,872

4. 当期公益⽬的⽀出額（①-②） 543,989 851,932 ▲ 307,943

 当期にあっては、転貸事業の⽀出額が計画額を305
百万円下回ったことが⼤きく影響し、合計で307百万
円下回る結果となった。また、累計でその未達成額は
2,015百万円まで拡⼤した。

①当期実施事業費⽤の額 4,809,432 4,686,118 123,314
⽀出計画期間については、次の理由により期間内に
⽀出が完了する可能性も有りうることから、当分の間
変更せず、その差異を注意深く⾒ていくこととする。

②当期実施事業収益の額 4,265,443 3,834,186 431,257

5. 公益⽬的財産額の期末残⾼（3-4） 14,386,962 12,371,148 2,015,815

※計画上の完了⾒込み︓2042（R24）年3⽉31⽇

［当期公益⽬的⽀出額の内訳］
R01年度実績 当初計画 差異

（A) （B) （A-B)

転貸事業の公益⽬的⽀出額（③-④） 105,209 410,978 ▲ 305,769

③当期実施事業費⽤の額 4,278,084 4,153,964 124,120

④当期実施事業収益の額 4,172,875 3,742,986 429,889

研究事業の公益⽬的⽀出額（⑤-⑥） 358,456 357,848 608

⑤当期実施事業費⽤の額 440,100 416,248 23,852

⑥当期実施事業収益の額 81,643 58,400 23,243

保福事業の公益⽬的⽀出額（⑦-⑧） 80,324 83,106 ▲ 2,782

⑦当期実施事業費⽤の額 91,249 115,906 ▲ 24,657

⑧当期実施事業収益の額 10,925 32,800 ▲ 21,875

　当期にあっては、新型コロナウイルス感染防⽌による
セミナー等を中⽌した影響もあり、受講料収⼊が24百
万円減ったが、費⽤額についても21百万円減った関
係で、当事業の公益⽬的⽀出額は概ね計画通りと
なった。

　当期にあっては、収益及び費⽤額がそれぞれ23百
万円増えたが、公益⽬的⽀出額は概ね計画通りと
なった。

項⽬ 差異の主な要因

令和元年度公益⽬的⽀出計画実施報告書

項⽬ 差異の主な要因

①計画完了までに残り22年と⻑期に及ぶこと。②団
信を構成する保険集団の⾼齢化に伴い、将来的に団
信収⽀が悪化（⽀払保険料の上昇及び配当⾦の減
収）する可能性があること。③経済情勢及び社会情
勢の変動等により、⽀出が増える可能性があること。
等

　　当期にあっては、次の理由が⼤きく影響し、当事業
の公益⽬的⽀出額は計画額を305百万円下回る結
果となった。
①団信配当⾦収⼊が計画額17百万円に対し実績
額が131百万円となり、114百万円増収となったこと。
②⽣命保険会社による標準⽣命表の⾒直しにより保
険料率の引き下げが⾏われ計画時7.64円/1万円に
対し6.3円/1万円となったこと。（このことにより⽀払保
険料の費⽤額が計画時759百万円に対し671百万
円となり88百万円減ったこと。）③転貸貸付⾦残⾼
の年央値が計画時82,891百万円に対し89,970百
万円と7,079百万円⼤きくなっていることにより、特約
料収⼊も計画時447百万円に対し476百万円となり
28百万円増えたこと。
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